
588,861

積立不足額を考慮して算定した額 (2)

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの (3)

　下水道事業 146,549

208,897 　集落排水処理事業 62,348
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補
助金又は負担金

(5) 8,229

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの (6)

一時借入金の利子 (7) 73

特定財源の額 (8) 20,132

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 (9) 90,775

　　　〃　　　　　　　（準元利償還金に係るもの） (10) 142,257

災害復旧費等に係る基準財政需要額 (11) 252,328

　　　〃　　　　　　　（準元利償還金に係るもの） (12) 10,739

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金 (13)

　〃(地方債の元利償還金を基礎として算入されたものに限る) (14) 1,230

小計　（(1)～(7)）－（(8)～(14)） (A) 288,599

標準財政規模 (13) 2,982,102

（9）～（14）の額 (14) 497,329

小計　（13）－（14） (B) 2,484,773

(単位:%) 11.6

一般会計 (1)

分譲宅地造成事業会計 (2)

会計事務集中管理事業会計 (3)

(4)

(5) 平成24年度末一般会計等の地方債現在高 (1) 4,150,776

(6) 債務負担行為に基づく支出予定額 (2) 0

水道事業会計 (7) －

国民宿舎事業会計 (8) 14.7 1,944,796 　下水道事業 1,149,304

(9) 組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額 (4) 49,734 　集落排水処理事業 795,492

(10) 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 (5) 888,990

(11) 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 (6) 0

(12) 連結実質赤字額 (7) 0

簡易水道事業会計 (13) －

温泉配湯事業会計 (14) － 0

下水道事業会計 (15) － 平成24年度末の充当可能基金現在高 (9) 1,995,852

集落排水処理事業会計 (16) － 特定の歳入見込額 (10) 56,237

(17) 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 (11) 4,789,878

(18) (A) 192,329

(19) 標準財政規模 (12) 2,982,102

国民健康保険事業会計 (20) 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 (13) 90,775

介護保険事業会計 (21) (14) 142,257

後期高齢者医療事業会計 (22) 災害復旧費等に係る基準財政需要額 (15) 252,328

(23) (16) 10,739

(24) 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金 (17) 0

(25)

(26) 1,230

(B) 2,484,773

（注）
実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、負の値で表示されます。
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7.7
標　準　財　政　規　模 (B) 2,982,102

連結実質赤字比率　-1×(A)/(B)×100 -12.26

連結実質赤字額（(1)～(11)の絶対値） (A) 365,616
小計（標準財政規模(12)－算入公債費等(13)～(18)

将　来　負　担　比　率　(A)/(B)×100

29,297 　　　〃　　　　　　　（準元利償還金に係るもの）

811

　　　　　　〃　　　　　　　（準元利償還金に係るもの）

(18)
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）

(6)の内訳
(上位3位事業及びその他)

決算額(単位：千円)
0

小計(将来負担額　－（(9)～(11)）

30,721

法
非
適
用
事
業

846 組合等の連結実質赤字額相当額のうち三朝町の一般会計等の負担
見込額

(8)
2,127

1,665

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
事
業

275,814 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負
担見込額

(3)
▲ 37,466 将

来
負
担
額

(3)の内訳
(上位3位事業及びその他)

決算額(単位：千円)

(H22：14.7％、H23：13.2％ 3ヵ年平均 13.1％）　

実
質
収
支

一
般
会
計
等

69,748
将　来　負　担　比　率

▲ 7,947

0
区　　　　　分

決算額
(単位：千円、％)

左の内訳

実質赤字比率　-1×((A)-(B))/(C）×100 -2.07

分
母連　結　実　質　赤　字　比　率 資金不足比率

区　　　分
決算額

(単位：千円,％)
実質公債費比率　　（Ａ）/（Ｂ）×100

(6)の内訳
(上位3位事業及びその他)

決算額(単位：千円)

標準財政規模　　　　　            (C) 2,982,102

区　　　分 決算額　(単位：千円,％)

一般会計等歳入歳出差引額　　　　　(A) 63,886

翌年度に繰越す財源                (B) 2,085

(4)の内訳
(上位3位事業及びその他)

決算額(単位：千円)

将来負担比率 (%) 7.7

実　質　赤　字　比　率
公営企業債に要する経費の財源とする地方債の償還に充てたと認
められる繰入金

(4)

平　成 　２４ 　年　度

健全化判断比率等の状況

比
率
の
状
況

実質公債費比率 (%) 13.1

分
 
 
子

元利償還金の額（繰上償還額等を除く） (1)

-2.07 実　質　公　債　費　比　率

連結実質赤字比率 (%) -12.26 区　　　　　分
決算額

(単位：千円、％)
左の内訳

実質赤字比率 (%)


